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１．モーダルシフト・幹線輸送の共同化について
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具体的な事業イメージ（モーダルシフト、幹線輸送の共同化）
複数拠点の集約を行うとともに、集約した拠点におけるトラックドライバー手待ち時間を削減
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２．輸配送の共同化について
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具体的な事業イメージ（輸配送の共同化）
輸配送の共同化により、効率化を図った取組
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３．認定申請書提出にあたって
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申請書作成にあたっては「総合効率化認定申請の手引
き」をご参照ください。
（下記アドレスからダウンロード）

http://www.mlit.go.jp/common/001146412.pdf

申請書作成にあたってのお願い
（ご不明な点は関東運輸局へご確認下さい。）

１．申請書の宛先・提出部数について申請者の
事業内容によって異なることがあります。

２．提出前に添付書類をご確認下さい。

（会社登記簿謄本、貸借対照表、損益計算書等
の添付もれ等。）

３．モーダルシフト等推進事業補助金（運行経費
補助）を希望される方は先に総合効率化計画認
定を受けるか補助金申請と同時に総合効率化計
画認定申請書を提出する必要があります。



４．モーダルシフト等推進事業について
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モーダルシフト等推進事業（次世代モーダルシフト例）
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５．モーダルシフト等推進事業補助金と物流総合効率化法の関係
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お問い合わせ（担当課）

・物流総合効率化法
モーダルシフト等推進事業
地域内共同輸配送
輸送網集約事業

におけるご質問等につきましては、
下記（連絡先）まで お気軽にお問い合わせ下さい。

【連絡先】
国土交通省 関東運輸局 交通政策部 環境・物流課
TEL （０４５）２１１－７２１０
〒231-8433 神奈川県横浜市中区北仲通５－５７

横浜第2合同庁舎 １７階

【国土交通省ホームページ（手引き、様式関係のダウンロード）】
http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/butsuryu05300.html

物効法 検索


